
（単位：千円）

現　計 予 算 額 ９ 月 補 正 額 補 正 後 予 算 額

107,377,464 6,753,847 114,131,311

国 民 健 康 保 険
( 事 業 勘 定 ）

19,022,385 2,068 19,024,453

国 民 健 康 保 険
( 診 療 施 設 勘 定 ) 29,629 0 29,629

後 期 高 齢 者 医 療 2,876,287 9,445 2,885,732

公設地方卸売市場事業 41,213 0 41,213

整 備 墓 地 27,843 3,756 31,599

工 業 用 地 造 成 事 業 1,495,983 0 1,495,983

介 護 保 険 18,286,858 487,216 18,774,074

電 気 事 業 72,168 0 72,168

小　　　計 41,852,366 502,485 42,354,851

水 道 事 業 4,755,364 0 4,755,364

簡 易 水 道 事 業 1,013,831 0 1,013,831

御 池 簡 易 水 道 事 業 399,717 0 399,717

公 共 下 水 道 事 業 5,381,458 0 5,381,458

農 業 集 落 排 水 事 業 981,333 0 981,333

小　　　計 12,531,703 0 12,531,703

合　　　　　　計 161,761,533 7,256,332 169,017,865

令和８年度　９月補正予算総括表

会　　計　　区　　分

一　 　般　 　会　　 計

令和８年度９月補正予算（一般会計）説明資料のとおり

合　　　　　　計

一般会計への繰出金等を補正

介護保険運営基金積立金等を補正

企

業

会

計

特

　
別

　
会

計

国民健康保険運営基金等を補正

後期高齢者医療広域連合納付金等を補正



款 事 業 名 補 正 額

10

総 務 費

15

民 生 費

20
【資料３】

衛 生 費
（環境政策課）

30
【資料１】

農林水産業費
（農政課）

35
【資料２】

商 工 費
（商工政策課）

40

土 木 費

45

消 防 費

50

教 育 費

2,892,777
1,000,000

512,928
118,688

1,424,408

6,753,847

法人立放課後児童クラブ
事業

110,736
法人立放課後児童クラブ事業に要する経費
・令和８年度子ども・子育て支援交付金基準額確定に伴う法人立
放課後児童クラブ業務委託料の増

令和８年度 ９月補正予算（一般会計）説明資料

(単位：千円)

主
な
も
の

説　　　　　　　　　　　　　　　明

庁舎等維持管理費 7,297
庁舎等の維持管理に要する経費
・本庁舎本館消火栓配管修繕に伴う修繕料の増

（財産活用課）

指定ごみ袋事業 75,461

（維持管理課）

指定ごみ袋の製造等に要する経費
・単価上昇に伴う製造及び保管・配送業務に係る委託料の増

農業資材等価格高騰緊急
支援事業

442,514
農業資材等価格高騰緊急支援事業に要する経費
・農業資材等の価格高騰により農業経営が圧迫されている農業
者に対し、農業資材等の価格上昇分の一部を支援するもの

115,000
商工業者等省エネルギー設備導入支援事業に要する経費
・要件緩和による申請見込み数増に伴う補助金の増

道路補修費 20,000
市道の維持補修に要する経費
・排水路改良工事に伴う工事請負費の増

・その他

合　　   計

（こども政策課）

・スポーツランド都城推進事業

都城島津邸管理費 32,253
都城島津邸の管理運営に要する経費
・公開承認施設継続に向けた施設整備に伴う委託料の増　外

（都城島津邸）

その他 5,948,801

・ふるさと応援基金
・地域総合整備資金貸付事業（ふるさと融資）
・企業立地促進奨励措置費

商工業者等省エネルギー
設備導入支援事業

常備消防事務費 1,785
常備消防事務に要する経費
・会計年度任用職員の雇用に要する経費の増

（南消防署）



SMILE CITY MIYAKONOJO 幸せ上々、みやこのじょう

商⼯業者等省エネルギー設備導⼊⽀援事業 1億1,500万円
○原油価格⾼騰などで経営への不安が増す中、省エネルギー設備の導⼊に対する補助
事業の拡充と要件緩和を⾏い、コスト削減に取り組む商⼯業者を⽀援
●補助⾦交付回数の拡充
・前年度までに補助⾦交付を受けた商⼯業者等も再申請可能

●補助要件の緩和
・補助限度額（100万円）に達するまで年度内に複数回申請可能

令和８年度 ９月補正予算のポイント
◎一般会計 ９月補正予算額 67.5億円 (補正後予算総額1,141.3億円)

◎主な事業
資料１

資料２

農業資材等価格高騰緊急支援事業 4億4,251万円
○農業資材等の価格⾼騰により、農業経営の圧迫が懸念される農業者を⽀援
・対象経費 ︓農業資材のうち、対前年同⽉⽐で価格が上昇している区分

（種苗、素畜、光熱動⼒、飼料等）
・補 助 額 ︓上記経費×5.3％（資材総合の上昇率）×１/２
・上 限 額 ︓１農業者（個⼈、法⼈）あたり最⼤100万円

指定ごみ袋事業 7,546万円
○原材料費等の⾼騰に伴う製造価格上昇分について、市が負担
○販売価格を据え置くことで、家計を⽀援

更新【既存設備】 【省エネ設備】

消
費
電
力

消
費
電
力

更新前 更新後

削減！

資料３

1



SMILE CITY MIYAKONOJO 幸せ上々、みやこのじょう

総額 約４2億円「原油価格・物価高騰対策」 全体フレーム

９月補正

Ｒ８.３月補正

Ｒ８.３月補正

Ｒ７.12補正等

当 初

Ｒ７.12月補正

当 初

９月補正

Ｒ８.６月補正

今後補正

９月補正

Ｒ８.３月補正

取組対象者分野

物価高騰支援券交付事業 【市民一人当たり１万円の商品券配付】 １７億８，５８３万円

指定ごみ袋販売価格の据置き 【製造価格上昇分を市が負担】 ７，５４６万円

住宅リフォーム促進事業 【補助対象経費の10％・上限10万円】 （再 掲）

全般

生
活
支
援

物価高対応子育て応援手当 【児童１人当たり３万５千円給付】 １０億４，４０８万円

学校給食費（小学生）の無償化 【国単価5,200円のまま据え置き予定】

学校給食費（中学生）の据え置き【保護者負担4,500円のまま据え置き】 ６，８５４万円

子育て世帯

高齢者元気ハツラツ応援券【75歳以上高齢者１人当たり５千円の商品券】 ２億３７５万円高齢者

住宅リフォーム促進事業 【補助対象経費の10％・上限10万円】 １億２，３１１万円

商工業者等省エネルギー設備導入支援事業【補助対象の1/2以内・上限100万】 １億９，９１０万円

中東情勢対応特別支援貸付【売上減少要件等を設けない緊急融資を新設】 ２億７，０００万円

商工業

事
業
支
援

農業資材等価格高騰緊急支援事業【農業資材の価格高騰分を支援】 ４億４，２５１万円農畜産業

2



SMILE CITY MIYAKONOJO 幸せ上々、みやこのじょう

令和８年度 ９月補正予算説明資料

農業資材等価格高騰緊急支援事業
農政部 農政課

１ 事業目的
農業資材等の価格高騰により、農業経営が圧迫されている農業者に対し、農業資材等の価格上昇分の一部を

支援します。

２ 事業概要
○対象者

令和７年に農業所得申告をされた市内農業者

○補助金額

申告した農業経営費のうち、過去１年間で値上がりした経費の

合計額に ５．３％※ を乗じた額の１/２

※５.３％：農業資材総合の上昇率（農林水産統計 参照）

（Ｒ８.５月の価格－Ｒ７.５月の価格）/Ｒ７.５月の価格×１００

○上限金額 １農業者（個人、法人）あたり最大１００万円

３ 予算額
４４２，５１４千円

資料１

作業用衣類動力光熱農機具雇人肥料種苗

合計１１経費地代賃借諸材料飼料農薬素畜

R7.5月

R8.5月

◎今回事業

農業経営費

農業経営費

農業経営費

経営費増加分

負担増（5.3％）の1/2を支援

今回支援

≪補助のイメージ≫
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SMILE CITY MIYAKONOJO 幸せ上々、みやこのじょう

令和８年度 ９月補正予算説明資料

商工業者等省エネルギー設備導入支援事業
商工部 商工政策課

１ 事業目的
原油価格高騰、物価高騰により事業継続への不安が高まる中、省エネルギー設備の

導入により事業継続・コスト削減に取り組む商工業者等をさらに支援するため、事業
内容を拡充します。

２ 事業概要
①補助金交付回数の拡充
１事業者あたり１回限りであった交付回数の制限を見直し、前年度までに
補助金交付を受けた商工業者等も再申請可能とします。

②補助要件の緩和
年度内においても申請回数の条件を緩和し、限度額１００万円に達するまで
何度でも申請可能とします。

３ 予算額
１１５，０００千円（事業費総額約２億円）

資料２

更新

消
費
電
力
量

消
費
電
力
量

既存機器 導入機器

【省エネ設備】

１回目 40万円 ２回目 60万円

同じ年度内

限度額100万円まで申請OK！
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令和８年度 ９月補正予算説明資料

指定ごみ袋事業
環境森林部 環境政策課

１ 事業目的
指定ごみ袋の販売価格は製造価格を考慮し決定しますが、近年の原材料費等の物価高騰に加え、中東情勢の悪化によ

り製造価格が販売価格を上回る状況となっております。
指定ごみ袋は生活必需品であることから、原材料費等の高騰に伴う製造価格上昇分を市が負担し、販売価格を据え置

くことで、家計を支援します。

２ 事業概要
指定ごみ袋の製造等に係る費用の物価高騰分を市が負担します。

３ 予算額
７５，４６１千円（事業費総額約１.８億円）

資料３
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